
 

  

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年（令和 6 年）1 月号 

人事・労務に役立つ NEWS 
LETTER 

2024 

令和５年 11 月下旬、令和５年度の補正予算が成立しました。これを受けて、それを財源として実施
されることになっていた雇用保険法に基づく助成金の見直しが決定しました。その概要を確認しておきましょう。 

★特に注目度が高い助成金の改正を紹介しました。両立支援等助成金の見直しについても、改めて紹介させて
いただきます。気になる助成金があれば、気軽にお声掛けください。 

････････････････････････令和５年度補正予算の成立に伴う雇用保険の助成金の見直し････････････････････ 

･････････････････････････「130 万円の壁への対応」の概要（首相官邸 HP の資料）･･････････････････････ 

  政府が決定した「年収の壁・支援強化パッケージ」には、「130 万円の壁への対応」も含まれてい
ます。その概要を確認しておきましょう。 

 

【対象となる助成金と施行時期】 
１ 産業雇用安定助成金の見直し［令和５年 11 月 29 日～］ 

産業連携人材確保等支援コースの新設＊１、事業再構築支援コースの廃止 
２ 両立支援等助成金の見直し［令和６年１月１日～］ 

出生時両立支援コース助成金の見直し、育児休業等支援コース助成金の見直し、育休中等業務代替支援コース助
成金の新設 

３ キャリアアップ助成金の見直し［令和５年 11 月 29 日～］ 正社員化コース助成金の見直し＊２ 
＜新設された産業連携人材確保等支援コースの概要：上記の＊１＞ 

景気の変動、産業構造の変化その他の理由で事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、生産性向上に資する取
組等を行うため、当該生産性向上に資する取組等に必要な新たな人材の雇入れた事業主を助成するもの。 
助成額→計 250 万円/人（中小企業以外 180 万円/人）……一事業主につき対象労働者５人分が限度 
＜正社員化コース助成金の見直し〔拡充〕の概要：上記の＊２＞ 

このコースは、有期契約労働者等の正社員への転換等の措置を講じた事業主を助成するもの。特定の要件を満たした事業
主に対しては、加算措置が講じられる。今回、助成額の見直し、対象となる有期雇用労働者の要件の緩和などが図られた。 
例）基本的な助成額の引き上げ→支給対象期間をこれまでの「６か月」から「12 か月」に拡充し、助成額を次のように見直す 

企業規模 これまで 見直し後 

中小企業 １期（６か月）で 57 万円 ２期（12 か月）で 80 万円 

中小企業以外 １期（６か月）で 42.75 万円 ２期（12 か月）で 60 万円 

 

※左記は、「有期から正規」の場合の助成
額。「無期から正規」の場合は左記の半額。
※その他、特定の要件を満たした場合の
加算措置あり（加算措置の新設や増額も
実施）。 

（次ページへ続く） 

パート・アルバイトの方が、繁
忙期に労働時間を延⾧したこと
などにより、収入が一時的に上
がっても、事業者（会社など）
が「一時的に収入が上がった」
ことを証明すれば、引き続き配
偶者の扶養に入ることが可能。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電子帳簿等保存制度の見直しにより、令和６年１月からは、申告所得税･法人税に関して帳

簿･書類の保存義務が課されている方は、注文書･請求書などに相当する電子データをやりとりした場合には、
その電子取引データを保存しなければならないこととされます。施行期日が迫るなか、その保存方法などを分
かりやすく説明したリーフレットが国税庁から公表されていますので、紹介しておきます。 

★お声掛けいただければ、このリーフレットをお渡しします。 

◆あとがき◆ 

･･････････････システム導入が難しくても大丈夫!! 令和６年１月からの電子取引データの保存方法･････････････ 

★この支援措置を受けるためには、パート・アルバイトの方（被扶養者である方）がご自
身の職場から一時的に収入が増加した旨の証明をもらい、その配偶者の方（被保険者であ
る方）が職場における被扶養者の収入の確認時に、その証明を提出する必要があります。

厚生労働省からは、この支援措置に関する様式「被扶養者の収入確認に当たっての「一
時的な収入変動」に係る事業主の証明書」も公表されています。 

この支援措置の内容を詳しく知りたい場合は、気軽にお尋ねください。必要であれば、
証明書も用意します。 

令和６年１月からは保存要件に従った電
子取引データの保存が必要となります。 

 
左のリーフレットは２枚構成ですが、２

枚目では、準備が間に合わない場合の対応
についての説明がされています。 

必要であれば確認しておくとよいでしょ
う。 

1/10 ● 12 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

1/22 ● 納期特例適用 令和 5 年 7 月～12 月徴収分の源泉所得税の納付 

1/31 

● 12 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 
● 11 月決算法人の確定申告と納税・翌年 5 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 
● 2 月・5 月・8 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 
● 労働保険料の納付（延納 3 期分） 
● 労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未満／令和 5 年 10 月～12 月） 
● 法定調書の提出（税務署） ● 給与支払報告書の提出（市区町村） 

 


